
     

　  

　
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円

22 年 人  人 人 平成 22 年 人 人 人 ②

17 年 人 人 ％ ％ ％

％ 平成 17 年 人 人 人

平成 27 .3.31 　 人 22年国調世帯数 世帯 ％ ％ ％

平成 26 .3.31 人 17年国調世帯数 世帯

％ ％

千円 千円 千円 ％

千円 計

④ ①自主財源比率
％

②人件費比率
％

(f) ％ ③義務的経費比率
千円 ％

④投資的経費比率
％

(g) ％

％ 千円

％

％

○ ○ 千円 ％ ％ 千円 ％ 千円

○ ○ ○ ○ ○

○

A B

人 千円 千円

千円 千円 人

円 % % %

(千円)　 % % %

% % %

55,365

1,700,083

388,608

1,528,868

729,775

15,173

2,027,719

2,799,945

2,133,319

17,484,182

55,365

14,329,124

6.1

18.3

49.9

6.3

101 648,693

震 災 復 興 2,572,760 6.7 補 助 費 等

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

11,541,875100.035,098,058合 計100.0 1.9

880,434 870,034

公

営

事

業

の

状

況

収 支 額 271,432 千円

5 人

工業用地等造成事業 無

市 町 村 民 税税務事務

事　　業　　名 法適用
の有無 収支額

E/(a)

火葬場 中学校

その他

事 務 の 共 同 処 理 の 状 況

議員公務災害 事務機共同 伝染病

連結実質赤字比率

普通会計からの繰入額

-

8.5

訳

6,377,109

実 質 赤 字 比 率

実 質 収 支 比 率
12.8

将 来 負 担 比 率

退職手当 老人福祉 ごみ処理 小学校

し尿処理 常備消防

滞納繰越分

公 債 費5.0 6.7

1,514,040 45.9

2.5

教 育 費 1,430,574

都 市 計 画 税

4.1

入 湯 税 3,977 0.1 0.0 0 災害復旧費 3,155,058

合 計

歳 入 性 質 別 歳 出

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

徴

収

率

適 用 税 率 の 状 況 区 分 現年課税分

9.0 1,099,862

38.5 1,339,082

2.9 748,048

5.4

1,011,615

1.3 447,406

1,113,257

0.9 30,909

3.1

20.7 94.7

1.00 固 定 資 産 税  1.4/100 (国民健康保険税を除く)

法人税率 12.3/100 市 町 村 税 計 98.7

35.0 96.8

所得割

標準税率に 固 定 資 産 税 98.5 15.1 91.4

対する比率

法

人

分

市 町 村 民 税 98.7町

民

税

個

人

分

均等割

160 150 130 120 50

3,000 1,750 410 4003,000 町

民

税

均 等 割

目 的 税 169,908 5.1 9.3 0

法定外普通税・旧法税 消 防 費 478,535

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0.0 0 0 土 木 費 13,512,677

鉱 産 税 商 工 費 1,018,574

市 町 村 た ば こ 税 270,185 8.2 △ 3.7 263,780 0 農林水産業費 1,914,734

1,035,147

軽 自 動 車 税 75,498 2.3 11.8 78,317 0 労 働 費 304,857

10.0 1,976,801

固 定 資 産 税 1,271,798 38.5 0.6 1,669,129 0 衛 生 費 1,078,191

21.9 1,739,988

法 人 分 246,147 7.5 △ 8.8 242,332 0 民 生 費 3,516,864

0.4 129,726

個 人 分 1,267,893 38.4 5.5 1,362,916 0 総 務 費 7,677,834

1,605,248 0 議 会 費 129,7262.9

決 算 額 一 般 財 源

税 額 × 75

基 準 100 超過課税分収
入済額 千円 区 分

決 算 額 構成比 増減率

11,541,87538,634,131 100.0

区 分

合 計

構成比

　100.0 合 計 35,098,058 100.1

695,221

608,449

7,805

1,099,862

00.0

うち県営事業 615,676

834,194

14,692

1,300,397

6,121,076

55.0

0.2

18.9

88.8

6.1

687,858 1.8 5,554 0.1

122,588

災害復旧事業

うち国直轄

0失業対策事業

9.0

内

普通建設事業

う ち 補 助

う ち 単 独 4.5

634,426 1.6 8,109

国 庫 支 出 金

7,805

1,565,4052,030,977 5.3

12.8

49.8

1.8

0.0

0.1

0.0

3,155,058

7,603,819 19.7 12,140,238

13,235 0.2

分担金・負担金① 67,858 0.2 0 0.0

0.3

0.1 前 年 度 繰 上 充 用 金交通安全対策特別交付金 3,957 0.0 3,957

0.5地方特例交付金 16,368 0.0 16,368

小 計 9,326,698 24.1 6,346,254 99.5

0.6 維 持 補 修 費 40,780

2,212,224

0.3
投 資 お よ び 出
資 金 ・ 貸 付 金 169,664

繰 出 金

348,403

787,181 11.441.5 物 件 費 2,148,076

5.5 積 立 金 6,412,829

12.1

3,328,517 3,151,100 45.8

1,078,366

12.8

普 通 2,647,419 6.9 2,647,419 6.1

地 方 交 付 税 5,461,932 14.1 2,647,419 41.5 小　　計　③ 4,496,984

869,734 12.6
自 動 車 取 得 税 交 付 金 26,963 0.1 26,963 0.4 一時借入金利子

元 利 償 還 金 880,434 2.5 870,0348,041 0.0 8,041 0.1

870,034 869,734 12.6

417,004 417,004 6.1

14,498 0.0 14,498 0.2 公 債 費 2.5

17.3

利子割交付金 5,780 0.0 5,780 0.1 扶 助 費 1,486,178 4.2

27.1

地 方 譲 与 税 143,284 0.4 143,284 2.2 う ち 職 員 給 1,377,650 3.9 1,303,176

2

2,130,372 6.1 2,041,479 1,864,362

構成比 一 般 財 源 等 経常一般財源

880,434

1,190,114

地 方 税 ① 3,301,429

経常収支
比率　％

0 被保険者一人当り保険税調定額

加 入 世 帯 数

6
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国

保

会

計

の

状

況

職 員 数

決 算 額
区 分

決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比
区 分

8.5 3,135,498 49.2 人 件 費

後期高齢者医療事業 1

わたり温泉鳥の海事業 無 3,256 世帯

被保険者一人当り保険給付額

無

介 護 保 険 事 業 無 37,636 390,567 被 保 険 者 数

380,9369,532

円

千円

301,676 円

5,031

181,368

98,885

人

円

9,112

173,487 19,857

3,616,474 0職員数 合 計

公共下水道事業 無 27,146 526,464 5

6水 道 事 業 有

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金 260,509

議会議員 ( 16 人 ) 〃 256,000 165,931 0

3,301,429

議 会 議 長 H19.5.1 323,000

議 会 副 議 長 〃 268,000

合　　　計 284 77,553 273

臨 時 職 員

消 防 職 員

副 町 長 H19.4.1 594,000

教 育 公 務 員 1 379 379 教 育 長 H18.1.1 531,050

うち技能労務職 20 5,197 260

市 町 村 長 H18.1.1 772,200 円一 般 職 員 283 77,174 273

給料月額　
一 人 当 り 支 給

低 開 発 過    疎 市町村圏 財源超過

工    特 山    振 特定農山村 指数表選定 非常勤公務災害

10
実質単年度収支

旧 新 産 産    炭

J △ 1,688,233

半    島

指 定 団 体 等 の 状 況

財政再建

(F+G+H-I)
335,698

-

-

実質公債費比率

512,300 1.3うち臨時財政対策債

繰 越 金 ①

諸 収 入 ①
791,155債務負担行為額

地 方 債 1,734,000 4.5

財 政 力 指 数

(b)/((c)+(d))
8 繰 上 償 還 金 88.85,800

0.513

H 10,700

6,377,109

うち政府資金 8,374,657

(c)

9 積 立 金 取 崩 額 I 1,293,536 545,527

経 常 収 支 比 率

(d)
1,162

臨時財政対策債
512,300

繰 入 金 ①

5,142,861

11,247,894 29.1

地方債現在高 10,719,601

(g)/(a) 150.3 13.4

財 産 収 入 ①

5
実 質 収 支

E 909,990

7 積 立 金 G 1,735

6 単 年 度 収 支
寄 附 金 ① 12,675

特定目的

40.9

19,250,041 34.6

(f)/(a) 335.6

23,942,096

(C-D) 一 般 財 源 (b)
1,317,122

経 常 経 費 充 当
6,121,076

積立金現在高

減    債 32,162

0.2

手 数 料 ① 18,520 0.0

財    調

F △ 407,132

県 支 出 金

874,263
経 常 一 般 財 源

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源 D 2,626,083 5,092,539

標 準 財 政 規 模

(a)

3
歳入歳出差引額

C 3,536,073 6,409,661 標 準 税 収 入 額
(A-B)

4.647,275,037 基準財政需要額 5,718,560

7,133,077

3,973,261

4,659,893 使 用 料 ①

2 歳 出 総 額 B 35,098,058

歳 入 総 額 A 38,634,131

起債制限比率

1

0.1 33,512 33,512 0.5241,753

地方消費税交付金 348,403 0.9

10,275

33,931

34,108

5,257

特 別

株 式 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,920

指 数 等

配当割交付金

指 数 等

4,813平成 k㎡ 9,896

9.3 29.7 61.00

平 成 ２ ６ 年 度 決 算 状 況

人 口 集 中

区 分 第 １ 次 第 ２ 次地 区 人 口

市町村類型 Ⅴ－２ 交付税種地

人口
産 業 構 造

就
業
人
口

第 ３ 次

0

宮 城 県 亘 理 町

区 分

月 額 B/A 年 月 日 ( 報 酬 ) 月 額

平 成 25 年 度

53,684,698 基準財政収入額 3,080,364

一 般 職 員 等 特 別 職 等

区 分
改定実施 一人当り平均給料

区　　　　分 職員数

5.9

国

調

住

基

平成

区 分 平 成 26 年 度

増 加 率

34,845

35,132

区 分

△ 0.8

4.9増 加 率増 加 率 0.5

面 積 人 口 密 度

73.21 476

10,903

Ⅱ３種地

1,509

0

10,397

国調

国調 11.0 30.1 58.9

公 債 費 比 率


